
県南支部 令和６年度 第１回実務研修
「相続関係一般」

2024/09/25 産業プラザ人材育成センター 13時30分開始



実務研修 「相続関係一般」次 第

１ 職務上請求書の記載について ・・・03

２ 戸籍収集のポイントについて ・・・04

３ 分割協議書、分割協議証明書の作成について ・・・0８

４ 相続関係図の作成について ・・・1１

５ 相続人に対する協議書への署名及び押印依頼について・・・1２

６ 財産確認と相続放棄又は放棄不動産について ・・・1４

７ 遺言書がある場合について ・・・1７

８ 遺言執行する場合の留意点について ・・・1８

事例に基づいた
実務の研修です
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実務研修 「相続関係一般」

相続手続きの主な流れ

１ 依頼者から相談を受ける。

⇒ 情報の整理 ①相続財産 ②相続人(続柄・住所・交流)

不動産があれば、①名寄帳②登記情報等で確認

２ 必要な戸籍関連書類の収集

３ 相続関連図作成及び分割協議書等の作成

４ 相続人全員の合意

５ 相続の執行(不動産登記・金融資産の対処)

６ 関連書類の届出

参考

0２

要 委任状

職務上請求書

協議書の作成



実務研修 「相続関係一般」

１ 職務上請求書の記載について 職務上請求書

様式の留意点・事由欄の記載

確認後、依頼者保管

✓

【例】

〇年〇月〇日「〇〇」死亡により、相続分を確定させるためには、戸籍によって相続人を特定し相続関

係説明図を作成する必要があるため

遺産分割協議書作成・相続関係図の作成

本籍 住所 のどちらを記載したのかを〇で囲む

筆頭者 世帯主 のどちらを記載したのかを〇で囲む

内容がわかるよう、具体的に記載し、「目的」と「必要性」を記載する。

「戸籍により相続関係説明図を作成する必要があるため」と締めくくるとよい

７ 申出者は、第4項第四号に掲げる利用の目的を達成するた
め、基礎証明事項のほか基礎証明事項以外の事項（第7条
第十三号に掲げる事項を除く。以下この項において同じ。）の
全部若しくは一部が表示された住民票の写し又は基礎証明事
項のほか基礎証明事項以外の事項の全部若しくは一部を記
載した住民票記載事項証明書が必要である場合には、第1項
又は第2項の申出をする際に、その旨を市町村長に申し出るこ
とができる。

「追加して情報を ください」の意味

【例】

住民票には本籍地が未記載です

「本籍地」を記載した住民票が欲しい

場合は、該当箇所に✓をいれます

山田 太郎

山田 次郎

山田 太郎

〇〇県〇〇市〇〇町〇〇番地

12345678 090-9999-9999

福島県

福島県〇〇市〇〇町〇〇番地 県南行政書士事務所

行政 太郎

✓
✓

✓ ✓

住民基本台帳第法第12条の３第７項とは

0３



実務研修 「相続関係一般」

２ 戸籍収集のポイントについて 戸籍収集のポイント

県内外自治体へ職務上請求書を郵送する場合

自治体により郵送する

部署が異なります

市町村役場で行っていな

い場合がありますので、

ホームページ又は電話で

請求先を確認してください

行政書士である証明

身分証のコピー
真に必要な戸籍かを確認する資料

別紙

収集の範囲

【在籍の場合】

①現行の戸籍

②戸籍の附票

【転籍の場合】

①最後の戸籍

【在籍し死亡の場合】

①除籍謄本

②戸籍謄本

③原戸籍謄本

該当者の情報がなく

収集範囲が不明な場合の対応

職務上請求書 ＋ 返信用封筒 ＋ 郵便小為替

行政 太郎

行政 太郎

封筒に入れて発送

9999

0４

手続きに不必要

な書類は

開示できない



実務研修 「相続関係一般」

２ 戸籍収集のポイントについて 戸籍収集のポイント

県内外自治体へ職務上請求書を郵送する場合

自治体により郵送する

部署が異なります

市町村役場で行っていな

い場合がありますので、

ホームページ又は電話で

請求先を確認してください 郵送部門をアウトソーシング

しているとこもあります

＝ 神奈川県など

東京都大田区では、郵便小為替を

使用しない方法も準備されています

自治体へ郵送するときの

あて先の留意点について

0５

市町村合併により、分庁舎がある場合は、

送付先の確認が必要な場合があります



実務研修 「相続関係一般」

２ 戸籍収集のポイントについて 戸籍収集のポイント

県内外自治体へ職務上請求書を郵送する場合

郵便小為替を、どれくらい入れればよいのか・・・なかなかわかりませんよね。

その一つの目安の参考情報です
ご参考まで・・・

戸籍の改製の時期

明治19年戸籍 （明治１９年１０月１６日から明治３１年７月１５日）

明治31年式戸籍 （明治３１年７月１６日から大正３年１２月３１日）

大正４年式戸籍 （大正４年１月１日から昭和２２年１２月３１日）

昭和23年式戸籍 （昭和２３年１月１日～現在）この戸籍に改製される前の戸籍が「改製原戸籍」

平成６年式戸籍 戸籍事務の電算化が始まり、コンピュータで戸籍を管理する自治体が徐々に増える。

0６



実務研修 「相続関係一般」

２ 戸籍収集のポイントについて 戸籍収集のポイント

被相続人の協力がある場合

直系の戸籍が、最寄りの市町村役場から入手が可能

ただし、代理人は不可。※行政書士は不可

依頼者に、戸籍収集をお願いできると、費用負担も少な

くなり、時間の節約になる場合もあります。

0７



実務研修 「相続関係一般」

３ 分割協議書、分割協議証明書の作成と留意点について 分割協議書留意点

分割協議書と分割協議証明書の効力は同じものです

分割協議書

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・

〇〇 〇〇 ㊞

〇〇 〇〇 ㊞

〇〇 〇〇 ㊞

分割協議証明書

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・

〇年〇月〇日

・・県・・市・・町 番地

〇〇 〇〇 ㊞

分割協議証明書

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・

〇年〇月〇日

・・県・・市・・町 番地

〇〇 〇〇 ㊞

分割協議証明書

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・

〇年〇月〇日

・・県・・市・・町 番地

〇〇 〇〇 ㊞

分割協議者が、次の

場合は分割協議書が

便利です

①49日法要などで

一同が集まる機会

がある場合

②近隣に居住して

いる場合

分割協議者が近隣でなく、

また遠縁等、連絡が取り

にくい等のため郵送で行う

場合は分割協議証明書が

便利です

遺産分割協議書を作成するなら遺産

分割協議証明書は不要です。

「遺産分割協議書」は相続人が何人で

あっても１枚あればその後の手続きに使

えますが、「遺産分割協議証明書」は相

続人が３人の場合、３人分それぞれの

署名・押印のある証明書がないと相続

手続きができない点に注意してください。

0８



実務研修 「相続関係一般」

３ 分割協議書、分割協議証明書の作成と留意点について 分割協議書留意点

複数人が別々の財産を相続する場合

「換価分割を目的として・・・」

の文言を協議書に入れ込むと良い金融資産・不動産

を、執行者１名が

代表して処分した後

に複数人で分ける

場合
金融機関の場合は、

執行者を指定しても、

同意書を求める場合

があります

ひとりが手に入れた財産を他に渡し

た場合、贈与税となります。

相続税の適用を受ける場合は、明

確に「相続」を目的としていることを

記載する必要があります

0９

前項の不動産を売却して、その売却代金か

ら売却に関する一切の費用（不動産仲介手

数料、不動産登記費用、譲渡所得税等）及

び、売却が完了するまでに要する費用（管

理費用、固定資産税、都市計画税等）を控

除した残額を、相続人●●Ａ子及び●●Ａ

夫の法定相続割合に従い、それぞれ２分の

１で分割して取得する。 ・・・等



実務研修 「相続関係一般」

３ 分割協議書、分割協議証明書の作成と留意点について 分割協議書留意点

被相続人の順確定申告と相続人

被相続人

準確定申告

相続人

相続人

相続人

相続人の相続税は諸説解説のとおりですが

被相続人に所得があり、準確定申告を行う場合は、要注意

準確定申告とは、死亡者の確定申告

本人はなくなっているため、相続人が

申告する必要があります

その期間は、相続が発生してから

４か月以内です

【 こんな被相続人は 注意 】

・事業所得や不動産所得がある

・土地や建物を売却した

・生命保険満期金や一時金を手に入れた

・給与所得が2000万円以上

・２つ以上の勤務先から給与があった

・自営業

ちなみに、相続税の申告

期限は相続の開始を知っ

た日の翌日から１０ヶ月

以内です

誰がするの？

分割協議書等の作成とは関係ありませんが、注意したいところです
１0



実務研修 「相続関係一般」

４ 相続関係図の作成について 相続関係図

法務局の相続関係図との違い

法定相続情報一覧図と相続関係説明図の
どちらを使うべき？
法定相続情報一覧図と相続関係説明図のどち
らにもメリット・デメリットがあるため、ど
ちらを使うべきかは個々の状況によって異な
ります。
判断の目安としては、戸籍謄本等の提出先が
多い場合には法定相続情報一覧図を利用する
のがよいでしょう。
提出先が比較的少ない場合や相続関係が複雑
な場合（数次相続の場合など）には相続関係
説明図を利用するのがよいでしょう。

無料で発行・再発行を受けられる
法定相続情報証明制度の利用申請をする際や、法定相続情報一覧図の写しを発行してもらう際に、5年間は法定相続情報一覧図が登記所
（法務局）で保管費用はかかりません（無料）。
また、法定相続情報証明制度を申請した日の翌年からされ、この期間内であれば何回でも無料で再発行を受けることができます。

取得までに時間がかかる
法定相続情報一覧図の写しは、法務局
に法定相続情報制度の申出を行ってか
らすぐに発行してもらえるわけではあ
りません。
申出から1〜2週間程度の時間がかかる
といわれています。
戸籍謄本等を収集するための時間と合
わせると相当程度の時間がかかるため、
相続手続を行うための時間的な余裕が
ない場合には法定相続情報証明制度を
利用することが難しいかもしれません。

法定相続証明制度は、平成29（2017）年に、相続登記（不動産の相続手続）

を促進するために創設されました

1１



実務研修 「相続関係一般」

５ 相続人に対する協議書への署名及び押印依頼について 署名及び押印依頼

郵送による依頼時の注意点

依頼者から、協議者に対し事前に連絡を入れていただくことが大切

昨今の「詐欺」事件から、不審な郵便物は信用されない場合に気をつける

依頼者名で、以下を説明する

①相続の権利がある旨

②協議書への署名・実印の押印

③印鑑証明書

④手続きを依頼した旨

行政書士名で依頼

①必要書類を揃える

②返信用封筒にて返送

※ 場合によってはクオカードなど

返送されない場合

電話がわかれば電話にて依頼

又は現地へ赴き書類作成の依頼

署名 押印 印鑑
証明

遠縁の方に郵送で依頼する場合

お手紙 お手紙
1２

直接

３点セット

郵便が戻ったら開封

しないで保管する



実務研修 「相続関係一般」

５ 相続人に対する協議書への署名及び押印依頼について 署名及び押印依頼

協議者が行方不明者・未成年・後見人がいない場合など
家庭裁判所に申し立てて(本人申立て)一時的に代理人を選定してもらいます

実際に申立てを受けた家庭裁判所では，判断するためにさらに書面で照会したり，直接事情をおた

ずねする場合があります。裁判所からの照会や呼出しには必ず応じるようにしてください。

協議者が・・・・・・・・・

１ 行方不明である

２ 痴呆症である

３ 未成年である

後見人が必要等、難しいと思われる場

合の検討材料の一つとして・・・

1３



実務研修 「相続関係一般」

６ 財産確認と相続放棄又は放棄不動産について 財産確認・放棄不動産財産

不動産の確認の留意点

固定資産税の納税通知書

誰から

何に対して

税金を取りま

すという・・・

通知

土地の所有者

とは限らない

税金を払わない

土地は記載され

ていない

名寄帳

を入手

なお、注意

同じ住所で他の名義のものがな

いかを再確認市町村の税務部署

※ 委任状が必要

市町村により様式が異なります

法務局からの「長期間登記されていない土地」の通知も、所有しているものすべてとは限りません

登記事項証明書で所有者を確認

★ここで新たな発見が 数多くみられます

14



実務研修 「相続関係一般」

６ 財産確認と相続放棄又は放棄不動産について 財産確認・放棄不動産財産

相続放棄の他にも行政書士にかかわる許認可関係の期限があります

建設業許可・・・亡くなってから30日以内 ⇒ 県南事務所

相続放棄・・・相続を知った日から３か月以内→裁判所へ提出

風営法許可・・・なくなってから60日以内 ⇒ 警察署・保健所

個人事業主で、親子で営む建設業の方 必要書類が多いため、相応の事前段階から準備が必要

期間が短いが、60日の期間が過ぎて新規に許可を取る場合は、認可まで長期間かつ相当の費用が必要。

また、消防法や建築基準法の改正により、認可されなくなる可能性もあるため注意が必要です。

許認可が必要な職業の方が無くなった場合は注意しましょう

1５

例：



実務研修 「相続関係一般」

６ 財産確認と相続放棄又は放棄不動産について 財産確認・放棄不動産財産

不動産の対応について 令和三年法律第二十五号
相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律

不動産(土地)は、相続放棄を

しても管理責任が残ります。

土地を管理する者に、引き継

がなくてはなりません

国に返す場合は・・・

①条件が整わないといけない

②管理費の支払いが必要

有効活用が可能な者に売却

する、または相続時に遺贈する

等の対応が必要となる

１ 不動産業者への相談

２ 自治体などの空き家事業

３ 太陽光事業への活用 等

1６

家庭裁判所へ

『相続財産管理人の選定』

の申立て



実務研修 「相続関係一般」

７ 遺言書がある場合について 遺言書

遺言書があると言われた場合の留意点について

遺言書

あり

公正証書

自筆遺言

密封の場合は開封してはいけません

５万円以下の過料があります

裁判所の検認

相続の権利者の戸籍収集

※ 住所と氏名を確定します

裁判所に申し立てを行う

裁判所から、すべての者に通知

裁判所で、開封・検認済み

1７

裁判所の

検認

自筆遺言

法務局保管
検認不要



実務研修 「相続関係一般」

８ 遺言執行する場合の留意点について 遺言執行

不動産・金融資産の場合

必要となる書類 ※ 複数人が相続する場合など

「遺贈」 の場合の留意点

「遺贈」 とは、遺言によって相続人以外の人
に財産を譲り渡すことです。

遺言によって財産を譲り渡せる相手に制限
はなく、遺贈を使えば相続人以外の第三者
に対しても財産を譲り渡すことができるのです。

通常の相続登記は、相続人が複数であって
も相続人単独で申請可能ですが、遺贈の
場合は受贈者と相続人全員の共同申請が
必要となります。

ただし、遺言執行者が選任されている場合、
遺言執行者が相続登記手続を行うことが
できます。

遺言執行者がいる場合

被相続人の戸籍謄本

遺言書

検認済証明書（※自筆証書遺言・秘密証書遺言の場合）

遺言執行者選任審判書謄本(申立てを行った場合)

遺言執行者の印鑑登録証明書

遺言執行者がいない場合

被相続人の戸籍謄本

遺言書

検認済証明書（※自筆証書遺言・秘密証書遺言の場合）

相続人の印鑑登録証明書 1８
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８ 遺言執行する場合の留意点について 遺言執行

農地、山林を相続した場合

市町村役場への届出を忘れないようにしましょう

まずは、登記済み証明書のコピーを準備しましょう

１ 農地法に関する届出 ⇒ 農業委員会へ提出します

届出書・登記完了書(写)

２ 森林に関する届出 ⇒ 森林関係の部署へ提出します

異動届・登記完了書(写)・公図に色塗りしたもの ⇒ 税務部署に依頼して作成します

1９



本日は、受講ありがとうございました

アンケートのご協力を、よろしくお願いいたします

資料作成：2024/07/25
県南支部 研修担当 藤田・金澤
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